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事務所、事業所又は寮等の所在地

財 産 分 配 予 定 日

この申告により納付すべき市町村民税額　⑦＋⑪

解 散 登 記 の 日

村 分 の 従 業 者 数

日

日

月

月

月

日

年

年

分 割 基 準

残 余 財 産 確 定 の 日

こ の 申 告 に 係 る 残 余

年

当該市町村分の均等割の
税率適用区分に用いる従
業者数当 該 法 人 の 全 従 業 者 数

左 の う ち 当 該 市 町

⑩

⑨

⑦

⑧

0

0

00

月

0

00

0

既に納付の確定した当期分の均等割額

円 ×

⑥

⑤

00

00

0

0

0

0

0

0

合 計

0

計

一
部
分
配
分

この申告が修正申告である場合は既に納付の確定した法人税割額

・

既
に
納
付
の
確
定
し
た
法
人
税
割
額

この申告により納付すべき法人税割額　③－⑤－⑥又は④－⑤－⑥

清
算
中
の
各

事
業
年
度
分

・
・

・

・
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